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本研究では，標準的な住宅立地モデルとボトルネックモデルを統合し，CBD直前にボトルネックが存在する
単一中心都市における異質な通勤者による出発時刻・居住位置選択行動をモデル化する．そして，その均衡状
態と，動的な混雑料金を導入した状況下の均衡状態を対比的に分析する．その結果，動的な混雑料金の導入に
伴い，各通勤者の出発時刻・住宅立地パターンが大きく変化することが示される．さらに，これらの変化に伴
い，都市がスプロールする可能性があることも明らかにされる．この結果は，静学的な交通混雑を考慮した住
宅立地モデル (e.g., Kanemoto 18), Wheaton 32), Anas et al. 3))で得られている結論「混雑料金の導入は都市空間
構造をコンパクトにする」が，必ずしも動的な混雑料金の下で成立するとは限らないことを意味している．
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1. はじめに

標準的な住宅立地理論 (Alonso 2), Mills 23), Muth 25))
では，地代と通勤費用のトレードオフ関係をもとに，都

市空間構造の分析を行っている．そして，長年にわた

り蓄積された研究において，(現実に観測された) 異質
な家計の居住位置分布の規則性や，混雑料金などの政

策の効果を説明することに成功している．しかし，殆

ど全ての枠組みが，静的な交通混雑モデルにより通勤

費用を表現している．すなわち，これらのモデルでは，

通勤者による日々の出発時刻選択行動を捨象している．

これは，通勤ピーク時の交通渋滞現象を表現できない，

動的な混雑料金や交通需要マネジメント (e.g.,フレック
スタイム,時差出勤制度)などの政策の効果を検証でき
ないことを意味している．

通勤者の出発時刻選択行動を表現できる代表的なモ

デルの一つが，ボトルネックモデル (Vickrey 30), Hen-
drickson and Kocur 16), Arnott et al. 6), Arnott et al. 8))
である．このモデルは，非常にシンプルな枠組みによ

り多様な政策の影響を分析できるという特徴を有する．

それゆえ，現在まで，その枠組みを応用・拡張した研

究が膨大に蓄積されてきた．しかしながら，ボトルネッ

クモデルと住宅立地モデルの統合は，これまで殆ど進

んでいない．

実際，これまでに標準的なボトルネックモデルと住

宅立地モデルを統合したのは，Arnott 4)とGubins and
Verhoef 15), Takayama and Kuwahara 28)のみである 1．

Arnott 4) は，都心と郊外の 2地点がボトルネックを有
する道路により結ばれている (離散空間)単一中心都市
において，通勤者が出発時刻と居住地を選択するモデ

ルを構築している．そして，動的な混雑料金は，料金収

入を再配分しない限り，都市空間構造に何ら影響を与え

ないことを明らかにしている．Gubins and Verhoef 15)

は，CBD 入口直前にボトルネックが存在する，(連続
空間)単一中心都市モデルを構築している．このモデル
は，標準的なボトルネックモデルでは考慮されていな

い，通勤者が自宅で過ごす時間に応じた効用を導入す

ると共に 2，その限界効用が住宅面積に依存すると仮定

している．そして，最適な混雑料金の導入は，通勤者

の自宅滞在時間を長くさせると共に住宅面積を広くさ

せることから，都市をスプロールさせることを示して

いる 3．すなわち，自宅滞在による効用の存在が，都市

のスプロール化を生じさせる要因となることを明らか

1 Fosgerau and Kim 11) は，小開放都市モデルと Fosgerau and
de Palma 13) により提案された出発時刻選択モデルを統合した
枠組みを構築し，均衡状態と (地代収入と混雑料金収入を最大化
する)社会的最適状態を比較している．

2自宅滞在時間に応じた効用は，Vickrey 31), Tseng and Verhoef 29),
Fosgerau and Lindsey 12), Fosgerau and Small 14) でも導入さ
れている．

3 この結果は，自宅滞在時間に応じた効用の特性が，混雑料金導
入による都市空間構造の変化の原因となることを示している．
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にしている．

Arnott 4) と Gubins and Verhoef 15) の結果は，興味

深いことに，静的な交通混雑を考慮した住宅立地モデ

ル (e.g., Kanemoto 18),Wheaton 32), Anas et al. 3))で得
られている結果 (混雑料金の導入は都市空間構造をコン
パクトにする) とは異なるものとなっている．ただし，
これらの成果は，動的な混雑料金が都市空間構造に本質

的な影響を与えるものではないことを示唆している．そ

の一方で，Takayama and Kuwahara 28) は，Arnott 4)

のモデルに通勤者の異質性を考慮した枠組みを分析し，

動的な混雑料金が都市をスプロールさせる可能性があ

ることを示している．さらに，この混雑料金の導入は，

通勤者の中でも富裕層に有利に働く一方で，貧困層に

は不利に働く傾向があることも明らかにしている．た

だし，Takayama and Kuwahara 28) が分析したモデル

は，住宅需要の所得弾力性がゼロになる (通勤者の効用
関数が準線形である)と仮定しており，実現象や代表的
な住宅立地モデルとは整合していない．

そこで，本研究では，Takayama and Kuwahara 28)

の一般化を目指す第一歩として，住宅需要の所得弾力

性が正となる，代表的な住宅立地モデルとボトルネック

モデルを統合した枠組みを構築する．その際，Gubins
and Verhoef 15)と同様，CBD直前にボトルネックが存
在する単一中心都市モデルを採用する 4．そして，その

均衡状態の特性を系統的に明らかにする．その結果，次

に示すような通勤者の時間価値・所得水準に応じた，時

間・空間的な sortingが起こることが示される: 旅行時
間に換算したスケジュールコスト (i.e., [単位時間当た
りのスケジュールコスト] / [単位時間当たりの旅行時間
費用]) が高い通勤者ほど，始業時刻に近い時刻に出勤
する; 旅行時間に換算した可処分所得 (i.e., {[所得]−[通
勤費用]} / [単位時間当たりの旅行時間費用])の高い通
勤者ほど，CBDから遠い位置に居住する．

本研究では，さらに，動的な混雑料金が都市空間構

造に与える影響を明らかにする．そのために，動的な混

雑料金を導入した状況下の均衡状態を調べる．そして，

動的な混雑料金の下でも，次に示すような通勤者の時

間価値・所得水準に応じた，時間・空間的な sortingが
起こることを示す: スケジュールコストが高い通勤者ほ
ど，始業時刻に近い時刻に出勤する;可処分所得の高い
通勤者ほど，CBDから遠い位置に居住する．この事実
は，動的な混雑料金は，通勤者の出発時刻・住宅立地パ

ターンを大きく変化させ得ることを示している．さら

に，本稿では，この出発時刻・住宅立地パターンの変化

の形態に応じて，都市がスプロール化，もしくはコンパ

クト化する可能性があることを，簡単な例を用いて具

4 ただし，本研究では，Gubins and Verhoef 15) で考慮されてい
る，“自宅滞在時間に応じた効用” は導入しない．

体的に明らかにする．これは，静的な交通混雑を考慮し

た住宅立地モデルだけでなく，均質な通勤者を考慮し

た Arnott 4)，異質な通勤者を考慮した Takayama and
Kuwahara 28)とも全く異なる結果である．したがって，

この結果は，異質な通勤者間の相互作用が混雑料金導

入による都市空間構造の複雑な変化の原因となること

を示唆している．さらに，望ましい都市空間構造の実現

のためには，これらの都市空間構造の複雑な変化の特

性を予め理解しておく必要があることも意味している．

本論文の構成は以下のとおりである．まず第 2章で
は，通勤者の出発時刻選択と居住地選択の両方を考慮

したモデルを構築する．そして，第 3章において，そ
の均衡状態の特性を明らかにする．第 4章では，動的
な混雑料金の導入効果を示す．さらに，前章で得られ

た均衡状態の特性と混雑料金の導入効果をより具体的

に示すために，単純な設定の下でモデル特性を調べる．

最後に，第 5章において，本研究のまとめを述べる．

2. モデル

(1) 基本設定

直線の道路に沿って同質な土地が単位距離当たり 1
単位存在する単一中心都市を考える (図 1)．この道路に
は，CBD直前に容量 µのボトルネックが存在する．こ
のボトルネックのサービスは，first-in-first-out (FIFO)
原則を満足し，待ち行列は Vickrey 30), Arnott et al. 8)

と同様の point queueモデルにより表現できると仮定
する．また，この道路の単位距離当たりの移動時間は

一定値 τ (i.e.,自由走行速度が 1/τ)であると仮定する．

この都市には I 種類の異質な通勤者が存在し，各種
類の通勤者数はNi，賃金は yiである．以降では，便宜

上，種類 i ∈ I ≡ {1, · · · , I}の通勤者を “通勤者 i”と呼
ぶ．全ての通勤者は，自宅から CBDに自動車で通勤す
る．全ての通勤者の勤務開始時刻は同一時刻 t∗ である
と仮定する．このとき，CBDから距離 xの位置に自宅
から出発し，時刻 tに CBDに到着する通勤者 iの通勤
費用 ci(x, t)は，移動時間費用mi(x, t)とスケジュールコ
スト si(t − t∗)の和で与えられる:

ci(x, t) = mi(x, t) + si(t − t∗), (1a)

mi(x, t) =

αiτx if x ∈ Xd,

αi
{
q(t) + τx

}
if x ∈ Xs,

(1b)

si(t − t∗) =

βi(t∗ − t) if t ≤ t∗,

γi(t − t∗) if t ≥ t∗.
(1c)

ここで，αi > 0は通勤者 iの移動時間 1単位当たりの費
用，βi > 0, γi > 0は，各々，時間 1単位の早着・遅刻
によるスケジュールコスト，q(t)はボトルネックでの渋
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図–1 都市空間構造

滞待ち時間を表す．

自宅の位置が xであり，CBD到着時刻が tの通勤者 i
の効用は，Cobb-Douglas型の効用関数 u(zi(x, t), ai(x))
により与えられると仮定する:

u(zi(x, t), ai(x)) = (1 − κ) ln[zi(x, t)] + κ ln[ai(x, t)]. (2)

ここで，zi(x, t) は合成財の消費量，ai(x, t) は住宅面積
である．合成財をニューメレールとすると，予算制約

は以下で与えられる:

yi = zi(x, t) + {r(x) + rA} ai(x, t) + ci(x, t). (3)

ここで，r(x) + rA は位置 x の地代，rA は農業地代で

ある．

財消費に関する効用最大化問題

max
zi(x,t),ai(x,t)

u(zi(x, t), ai(x, t)) s.t. (3) (4)

の一階条件から，次の関係が得られる:

zi(x, t) = (1 − κ)
{
yi − ci(x, t)

}
, (5a)

ai(x, t) = κ
yi − ci(x, t)
r(x) + rA

. (5b)

以上より，自宅の位置が xであり，CBD到着時刻が tの
通勤者 iの間接効用関数 vi(x, t)は，以下で与えられる:

vi(x, t) = ln[yi − ci(x, t)] − κ ln[r(x) + rA] + ϵ, (6)

ここで，ϵ = (1 − κ) ln[1 − κ] + κ ln[κ]である．

以上の設定の下で，通勤者は効用を最大化する居住

位置 x, CBD到着時刻 tを選択する 5．そこで，次に，

これらの居住位置・出発時刻選択の均衡状態を定義す

る条件を示す．

(2) 均衡条件

本モデルでは，Peer and Verhoef 26), Gubins and Ver-
hoef 15), Takayama 27), Takayama and Kuwahara 28)な

どと同様，短期と長期の 2段階の均衡を考える．短期
的には，通勤者は，自宅の位置 xを与件として，通勤
費用 ci(x, t)を最小化する CBD到着時刻 tを選択する．
その結果，位置 x に居住する通勤者 i の均衡通勤費用
が，通勤者の居住位置分布 (i.e.,都市空間構造)の関数
で与えられる．長期的には，均衡通勤費用を与件とし

て，通勤者は自宅位置 xを選択する．その結果，均衡
状態における任意の地点 xにおける都市空間構造が決

5 FIFO原則の下では，CBD 到着時刻と自宅出発時刻は一対一対
応する．

まる．本節では，これらの短期・長期均衡状態が満た

す均衡条件を定式化する．

a) 短期均衡条件

通勤者は，短期的には，自宅位置 xが定まっている
との前提の下でCBD到着時刻 tを選択する．すなわち，
短期均衡状態は，全ての位置 x の通勤者 i 人口を与件
としたうえで決定される．本節では，この短期均衡状

態が満たす均衡条件を定式化する．通勤者 iの通勤費用
ci(x, t)は，(1)より，通勤者の居住位置 xと CBD到着
時刻 tの影響を分離して表現できる:

ci(x, t) = ci(t) + αiτx, (7a)

ci(t) = αiq(t) + si(t − t∗). (7b)

この事実から，各通勤者 iは，短期的には ci(t)を最小
化する CBD到着時刻 tを選択することがわかる．した
がって，通勤者の短期均衡条件は，標準的な出発時刻

選択モデルの均衡条件と完全に一致する．より具体的

には，この均衡条件は以下に示す 3条件で与えられる:ni(t)
{
ci(t) − c∗i

}
= 0

ni(t) ≥ 0, ci(t) − c∗i ≥ 0
∀i ∈ I, (8a)

q(t)
{
µ −∑

k∈I nk(t)
}
= 0

q(t) ≥ 0, µ −∑
k∈I nk(t) ≥ 0

∀t ∈ R+, (8b)

∫
ni(t)dt = Ni ∀i ∈ I. (8c)

ここで，ni(t)は，時刻 tに CBDに到着する通勤者 i人
数，c∗i は通勤者 iの均衡通勤費用である．
均衡条件 (8a)は，CBD到着時刻選択の無裁定条件を

表している．すなわち，この条件は，短期均衡状態で

はどの通勤者も自らのCBD到着時刻を変更するインセ
ンティブを持たないことを意味している．条件 (8b)は，
ボトルネックの容量制約である;この条件は，流出時刻
tにおいてボトルネックに渋滞 (渋滞待ち時間 q(t))が発
生する場合，その時刻のボトルネック流出者数は容量

µに等しく，渋滞が発生していない時刻の流出者数は µ

以下であることを表している．条件 (8c)はフロー保存
則である．これらの短期均衡条件より，短期均衡状態

での ni(t), q(t), c∗i が，通勤者人数N = [Ni]の関数で与
えられる．したがって，居住位置が xの通勤者 iの通勤
費用 c∗i (N , x)は，以下で表される:

c∗i (N , x) = c∗i (N ) + αiτx ∀x ∈ R+. (9)

b) 長期均衡条件

長期均衡状態が満たす均衡条件は，次の 4条件で与
えられる:Ni(x)

{
v∗i − vi(x)

}
= 0

Ni(x) ≥ 0, v∗i − vi(x) ≥ 0
∀x ∈ R+, ∀i ∈ I,

(10a)
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r(x)
{
1 −∑

k∈I ak(x)Nk(x)
}
= 0

r(x) ≥ 0, 1 −∑
k∈I ak(x)Nk(x) ≥ 0

∀x ∈ R+

(10b)∫ ∞

0
Ni(x) dx = Ni ∀i ∈ I. (10c)

ここで，v∗i は通勤者 iの均衡効用，Ni(x)は位置 xの通
勤者 i人口である．

均衡条件 (10a)は，通勤者の居住地選択均衡条件であ
る．この条件は，通勤者が自分自身の選択変更のみでは

効用を改善できない状態が長期均衡状態となることを

示している．条件 (10b)は，土地の需給均衡条件である．
この条件から，位置 xにおける住宅需要

∑
k∈I ak(x)Nk(x)

と供給量 1が一致する値に地代 r(x) + rA が設定される

ことがわかる．また，条件 (10c)は通勤者数の保存則を
表す．

条件 (10b)に (5)を代入すると，r(x)が以下で与えら
れる:

r(x) =

κw(x) − rA if κw(x) ≥ rA,

0 if κw(x) ≤ rA,
(11a)

w(x) =
∑
i∈I
{yi − c∗i (x)}Ni(x). (11b)

ここで，w(x)は地点 xの通勤者の総可処分所得を表す．
これを間接効用関数 (6)に代入すると，通勤者 iの間接
効用 vi(x)が得られる:

vi(x) =



ln[yi − c∗i (N , x)] − κ ln[κw(x)] + ϵ

if κw(x) ≥ rA,

ln[yi − c∗i (N , x)] − κ ln[rA] + ϵ

if κw(x) ≤ rA.

(12)

したがって，この間接効用関数を用いれば，均衡条件

は (10a)と (10c)で与えられる．

3. 均衡状態

(1) 短期均衡状態

郊外部に居住する通勤者に関する短期均衡条件は，標

準的な出発時刻選択モデルと一致する．したがって，井

料ら 33), Iryo and Yoshii 17)で示されているように，短

期均衡条件 (8)には等価な最適化問題が存在する．

命題 1 短期均衡状態 [ni(t)]は，次の最適化問題の解と
一致する:

min
[ni(t)]

∫
si(t − t∗)
αi

ni(t)dt (13a)

s.t.
∑
i∈I

ni(t) ≤ µ ∀t ∈ R, (13b)

∫
ni(t) dt = Ni ∀i ∈ I, (13c)

ni(t) ≥ 0 ∀i ∈ I, ∀t ∈ R. (13d)

この命題は，短期均衡状態が旅行時間の単位に換算し

たスケジュールコストを最小化する状態となることを

示している．

均衡状態において，CBDに時刻 tに到着する通勤者
i の人数 n∗i (t) の台 (support) を supp n∗i = {t ∈ R+ |
n∗i (t) > 0}と表そう．このとき，短期均衡状態の上述の
性質から，次の関係が得られる:

supp
∑

i∈I n∗i = [tE, tL]. (14)

ここで，tEは通勤者が出勤する最も早い時刻, tLは最も

遅い時刻であり，次の関係を有する:

tL = tE +

∑
i∈INi

µ
. (15)

この関係から，ボトルネック渋滞が形成されるのは必

ず単一時間帯となることがわかる．

さらに，短期均衡条件 (8a)より，次の命題が得られる:

命題 2 任意の ti ∈ supp n∗i , t j ∈ supp n∗j に対して，次
の関係が成立する:(
βi

αi
−
β j

α j

) (
ti − t j

)
≥ 0 if max{ti, t j} ≤ t∗, (16a)(

γi

αi
−
γ j

α j

) (
ti − t j

)
≤ 0 if min{ti, t j} ≥ t∗. (16b)

証明 均衡条件 (8a)から，次の関係が得られる:

ci(ti) + c j(t j) ≤ ci(t j) + c j(ti) ∀ti ∈ supp n∗i , t j ∈ supp n∗j.

(17)

この関係に (7b)を代入すると，(16)が得られる．

この命題は，短期均衡状態が次の性質を有すること

を示している: βi/αi < β j/α j の場合，早着する通勤者 i
は通勤者 jより早く出勤する; γi/αi < γ j/α jの場合，遅

刻する通勤者 iは通勤者 jより遅く出勤する．

(2) 長期均衡状態

次に，長期均衡状態における人口分布特性を調べる．

間接効用関数に (12)を用いた長期均衡条件 (10a), (10c)
には，次の命題で示されるように，等価な最適化問題

が存在する．

命題 3 長期均衡状態における人口分布 [N∗i (x)] (x ∈ Xd)
は，次の最適化問題の解と一致する:

max
[Ni(x)]

∑
k∈I

∫ ∞

0
vk(x)Nk(x)dx (18a)

s.t.
∫ ∞

0
Ni(x)dx = Ni ∀i ∈ I. (18b)
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証明 最適化問題 (18)の Karush–Kuhn–Tucker (KKT)
条件は，均衡条件 (10a), (10c)と一致する．したがって，
命題 3が得られる．

この命題は，短期均衡状態における通勤費用 c∗i (N , x)
が与えられた状況下では，通勤者の人口分布は総効用

を最大化する状態と一致することを示している．なお，

この結果は，均衡状態が社会的最適状態と一致するこ

とを意味しているわけではない．以降で具体的に確認

されるように，本モデルには渋滞待ち行列が発生する

ことにより生じる外部性が存在するため，均衡状態と

社会的最適状態は一致しない．

さらに，長期均衡条件 (10a)により，均衡状態におけ
る人口分布が次の性質を有することがわかる:

補題 1 長期均衡状態における通勤者人口分布 N∗(x)は
次の性質を有する．

(a) 位置 x の通勤者数 N∗(x) の台 (support) が以下で
与えられる:

supp N∗ = [0,XB]. (19)

ここで，XB は通勤者が居住する最も CBDから遠
い位置を表す．

(b) 任意の x ∈ supp N∗\{XB}に対して，位置 xに居住
する通勤者の可処分所得w(x)は次の条件を満たす:

κw(x) > rA. (20a)

さらに，x = XB の場合，

κw(XB) = rA. (20b)

証明 付録付録 I参照．

均衡状態にける位置 xの通勤者 i人口を N∗i (x) と表
す．このとき，補題 1より，任意の xi ∈ supp N∗i にお
いて，vi(xi)は以下で与えられる:

vi(xi) = ln[yi − c∗i (N
∗) − αiτxi] − κ ln[κw(xi)] + ϵ.

(21)

さらに，均衡条件 (10a)より，次の関係が得られる．

vi(xi) + v j(x j) ≥ vi(x j) + v j(xi)

∀xi ∈ supp N∗i , ∀x j ∈ supp N∗j .

(22)

(22)に (21)を代入すると，次の命題が得られる．

命題 4 任意の xi ∈ supp N∗i , x j ∈ supp N∗j に対して，次
の関係が成立する: yi − c∗i (N

∗)

αi
−

y j − c∗j(N
∗)

α j

 (
xi − x j

)
≥ 0. (23)

この命題は，均衡状態における通勤者人口N ∗を与件

としたもとでは，旅行時間換算した可処分所得の低い

通勤者ほど，CBDの近くに居住することを表している．
この命題を利用することで，均衡効用 v∗i (N

∗)を均衡
人口分布 N ∗ の関数として得ることができる．それを

示すために，以降では，N ∗を与件として，iが yi−ci(N ∗)
αi

の昇順に並んでいると考える．すなわち，次の関係が

成立すると仮定する:
y1 − c1(N ∗)
α1

<
y2 − c2(N ∗)
α2

< · · · < yI − cI(N ∗)
αI

. (24)

また，Xiを，各々，最もCBDに近い通勤者 iの居住位置
と定義する．このとき，命題 4より，通勤者 iが居住す
る区間は，各々，[Xi,Xi+1]で表される (i.e., supp N∗i =
[Xi,Xi+1])．
間接効用関数 (6)を用いると，v∗i (x) = v∗i (Xi+1)より，

地点 xの地代 r(x) + rA が得られる:

r(x) + rA

r(Xi+1) + rA
=

{
yi − c∗i (N ) − αiτx

yi − c∗i (N ) − αiτXi+1

} 1
κ

. (25)

さらに，(11) と
∫ Xi+1

Xi
Ni(x)dx = Ni より，r(Xi) を得る

ことができる:

r(Xi) =
I∑

k=i

αkτNk. (26)

この r(Xi)と (25)を利用すると，Xi が次のように表さ

れる:

X1 = 0, (27a)

Xi+1 = RiXi + (1 − Ri)
yi − c∗i (N )

αiτ
, (27b)

Ri =

{
r(Xi+1) + rA

r(Xi) + rA

}κ
≤ 1. (27c)

居住地の境界 XB = XI+1 は，(27)より，

XB =
∑
j∈I

(1 − R j)
y j − c∗j(N )

α jτ

i∏
k= j+1

Rk. (28)

4. 最適な動的混雑料金

本モデルには，交通渋滞 (待ち行列)に起因した外部
性が存在する．したがって，渋滞を完全に解消できれ

ば，Arnott 4), Gubins and Verhoef 15), Takayama and
Kuwahara 28) でも示されているように，社会的最適状

態が達成される．そこで，本節では，渋滞を解消する

動的な混雑料金 p(t)を導入した状況を考える．すなわ
ち，通勤者 iの通勤費用 cq

i (x, t)を以下で与える:

co
i (x, t) = co

i (t) + αiτx if x ∈ R+, (29a)

co
i (t) = p(t) + si(t − t∗). (29b)

そして，この混雑料金の導入が，均質な通勤者を考え

たArnott 4) とは異なり，都市空間構造を変化させうる

ことを明らかにする．
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(1) 短期均衡状態

混雑料金は，ボトルネック渋滞を完全に解消する水

準に設定される．ただし，本研究では通勤者の旅行時

間価値 αiの異質性を考慮しているため，この料金水準

p(t)は必ずしも均衡状態におけるボトルネック渋滞待ち
時間費用 αiq(t) とは一致せず，次の短期均衡条件を満
足する水準に設定される:co

i (t) = co∗
i if no

i (t) > 0

co
i (t) ≥ co∗

i if no
i (t) = 0

∀i ∈ I, ∀t ∈ R, (30a)


∑

i∈I no
i (t) = µ if p(t) > 0∑

i∈I no
i (t) ≤ µ if p(t) = 0

∀t ∈ R, (30b)

∫
no

i (t) dt = Ni ∀i ∈ I. (30c)

ここで，no
i (t)は混雑料金導入時の時刻 tに出勤する通

勤者 iの人数を表す．

均衡条件 (30a)は，通勤者の CBD到着時刻選択の無
裁定条件を表す．条件 (30b)は，ボトルネックの容量制
約である．この条件は，時刻 tの交通需要

∑
i∈I no

i (t)が
ボトルネック容量 µ (供給量)と一致するように，料金
p(t)が課せられることを示している．最後の条件 (30c)
は，通勤者の人口保存則である．これらの短期均衡条

件より，短期均衡状態での no
i (t), p(t), co∗

i が，郊外部の

通勤者 i人口N の関数で与えられる．

均衡条件 (30)には次に示す等価な最適化問題が存在
することが容易に確認できる．

命題 5 混雑料金の導入により達成される均衡状態 [no
i (t)]

は，次の最適化問題の解と一致する:

min
[ni(t)]

∑
i∈I

∫
si(t − t∗) ni(t) dt (31a)

s.t.
∑
i∈I

ni(t) ≤ µ ∀t ∈ R, (31b)∫
ni(t) dt = Ni ∀i ∈ I, (31c)

ni(t) ≥ 0 ∀i ∈ I, ∀t ∈ R. (31d)

この命題は，混雑料金の導入が通勤者の総スケジュー

ルコストを最小化することを意味している．それゆえ，

混雑料金導入時の短期均衡状態における通勤費用 co∗
i (N )

は，一般には，混雑料金を導入していない場合の c∗i (N )
とは異なる水準となることが示唆される．なお，総ス

ケジュールコストは，総通勤費用と混雑料金収入の差

で定義される社会的費用と一致する．したがって，命

題 5は，混雑料金が短期的には社会的費用を最小化さ
せることを示している．

さらに，均衡条件 (30a)から，均衡状態におけるCBD
到着時刻別の通勤者 iの交通量 [no

i (t)]に関する次の関

係が与えられる:

co
i (ti) + co

j(t j) ≤ co
i (t j) + co

j(ti)

∀ti ∈ supp no
i , ∀t j ∈ supp no

j , ∀i, j ∈ I.
(32)

(32)に (29b)を代入すると，次の命題が得られる．

命題 6 混雑料金導入下の均衡状態を考える．このとき，
任意の ti ∈ supp no

i , t j ∈ supp no
j , i, j ∈ Iに対して，次

の関係が成立する:(
βi − β j

) (
ti − t j

)
≥ 0 if max{ti, t j} ≤ t∗, (33a)(

γi − γ j

) (
ti − t j

)
≤ 0 if min{ti, t j} ≥ t∗. (33b)

この命題は，早着・遅刻する通勤者のボトルネック通

過時刻の順番が，各々，−βi, γi の大きさ順と一致する

ことを示している．この結果から，混雑料金の導入に

より渋滞が完全に解消されるため，(政策を導入してい
ない状況下の均衡状態とは異なり) αiが交通需要の時間

分布 [no
i (t)]に影響を与えていないことが確認できる．

都心部に居住する通勤者はボトルネックを通過する

必要がないため，前章と同様，全員が始業時刻ちょう

どに出勤する．以上をまとめると，短期均衡状態にお

ける位置 x に居住する通勤者 i の通勤費用は，以下で
与えられる:

co∗
i (N , x) = co∗

i (N ) + αiτx ∀x ∈ R+. (34)

(2) 長期均衡状態

次に，得られた短期均衡状態の通勤費用 (34)を利用
して，長期均衡状態における都市空間構造の特徴を調

べる．混雑料金未導入時の長期均衡条件 (10a), (10c)と
混雑料金導入時の条件との違いは，間接効用関数のみ

である．具体的には，混雑料金導入時の通勤者 iの間接
効用関数 vo

i (x)は，下記で表される:

vo
i (x) =



ln[yi − co∗
i (N , x)] − κ ln[κw(x)] + ϵ

if κw(x) ≥ rA,

ln[yi − co∗
i (N , x)] − κ ln[rA] + ϵ

if κw(x) ≤ rA.

(35)

ここで，co∗
i (N ) は郊外部の通勤者人口 N の関数とし

て与えられる，短期均衡状態における通勤費用である．

この間接効用関数を用いて (2) 節と同様の解析を行う
と，次の命題が得られる．

命題 7 混雑料金の導入により達成される長期均衡状態
の人口分布 [No

i (x)]は，次の性質を有する．
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(a) 人口分布 [No
i (x)] (x ∈ R+) は，次の最適化問題の

解と一致する:

max
[Ni(x)]

∑
k∈I

∫ ∞

0
vo

k(x)Nk(x)dx (36a)

s.t.
∫ ∞

0
Ni(x)dx = Ni ∀i ∈ I. (36b)

(b) 任意の xi ∈ supp No
i , x j ∈ supp No

j，または xi ∈
supp No

i , x j ∈ supp No
j に対して，次の関係が成立

する: yi − co∗
i (N )

αi
−

y j − co∗
j (N )

α j

 (
xi − x j

)
≥ 0. (37)

(c) インデックス iが (yi − co∗(N ))/αi の昇順に並ぶ場

合，都市の境界 XoB は以下の均衡通勤費用 co∗
i (N )

の単調減少関数で与えられる:

XoB =
∑
j∈I

(1 − R j)
y j − co∗

j (N )

α jτ

i∏
k= j+1

Rk, (38a)

Ri =

{
r(Xi+1) + rA

r(Xi) + rA

}κ
≤ 1. (38b)

r(Xi) =
I∑

k=i

αkτNk. (38c)

この命題から，混雑料金導入下の長期均衡状態におけ

る都心部内または郊外部内の空間構造は，命題 4と全
く同じ性質を有することがわかる．したがって，混雑

料金を導入して短期均衡状態における通勤費用 co∗
i (N )

が変化した場合，その変化の形態に応じて，都市がコ

ンパクト化，もしくはスプロール化することが分かる．

なお，これまでの結果は，料金収入を通勤者に還元

しないという前提のもとでの結果である点に注意が必

要である．実際，混雑料金は，短期的には社会的費用

(i.e., 総通勤費用と料金収入の差分) を最小化させるた
め，適切に料金収入を還元すれば，郊外部に居住する

全ての通勤者の通勤費用が減少する．そして，その結

果，料金収入の適切な還元は，都市の郊外化をもたら

すことになる．

(3) 単純な例によるモデル特性の確認

本章では，前章までの一般的な設定では調べることが

困難であったモデルの特性を，van den Berg and Ver-
hoef 10) などで分析されている，2種類の単純な設定の
下で確認する．なお，本章では，モデルの特性を明快

に示すために，異質な通勤者を考えたArnott et al.7), 9),
van den Berg and Verhoef 10) と同様，全ての i ∈ Iに
おいて βi と γi の比が一定であると仮定する:

γi

βi
= η ∀i ∈ I. (39)

また，一般性を失うことなく，旅行時間に換算した賃

金 yi/αi は iの昇順に並ぶと仮定する:
yi−1

αi−1
<

yi

αi
∀i ∈ I\{1}. (40)

a) βi/αi が一定のケース

最初の例では，任意の i ∈ I\{1}において，次の条件
が成立すると仮定する:

βi

αi
= ϕ ∀i ∈ I, (41a)

βi−1 < βi ∀i ∈ I\{1}. (41b)

以上の仮定は，iの大きい通勤者の時間価値は高く (i.e.,
rich workers)，iの小さい通勤者は時間価値が低い (i.e.,
poor workers)ことを意味している．

この仮定 (41)の下では，短期均衡状態における通勤
費用 c∗i (N ), co∗

i (N )は以下で与えられる:

c∗i (N ) = βi
η

1 + η

∑
k∈INk

µ
, (42)

co∗
i (N ) =

η

1 + η

βi

∑
k∈INk

µ
−

i∑
k=1

(βi − βk)
Nk

µ

 . (43)

この関係から，c∗i (N )と co∗
i (N )には次の関係が成立す

ることが分かる:

c∗i−1(N ) < c∗i (N ) ∀i ∈ I\{1}, (44a)

co∗
i−1(N ) > co∗

i (N ) ∀i ∈ I\{1}, (44b)

c∗1(N ) = co∗
1 (N ), c∗i (N ) > co∗

i (N ) ∀i ∈ I\{1}.
(44c)

この結果から，混雑料金の導入は通勤者 1以外の通勤
費用を低下させ，通勤者 1の通勤費用は変化させない
ことが分かる．

この結果と命題 7 より，この例では混雑料金の導入
は都市を郊外化させてしまうことが分かる．

b) βi が一定のケース

2つ目の例では，任意の i ∈ I\{1}において，次の条
件が成立すると仮定する:

βi = β ∀i ∈ I, (45a)

αi−1 < αi ∀i ∈ I\{1}. (45b)

以上の仮定も，iの大きい通勤者の時間価値は高く (i.e.,
rich workers)，iの小さい通勤者は時間価値が低い (i.e.,
poor workers)ことを意味している．

この仮定 (45)の下では，短期均衡状態における通勤
費用 c∗i (N ), co∗

i (N )は以下で与えられる:

c∗i (N ) = β
η

1 + η


∑

k∈INk

µ
−

i∑
k=1

(
αi

αk
− 1

) Nk

µ

 . (46)

co∗
i (N ) = β

η

1 + η

∑
k∈INk

µ
, (47)
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この関係から，c∗i (N )と co∗
i (N )には次の関係が成立す

ることが分かる:

c∗i−1(N ) > c∗i (N ) ∀i ∈ I\{1}, (48a)

co∗
i−1(N ) = co∗

i (N ) ∀i ∈ I\{1}, (48b)

c∗1(N ) = co∗
1 (N ), c∗i (N ) < co∗

i (N ) ∀i ∈ I\{1}.
(48c)

この結果から，混雑料金の導入は通勤者 1以外の通勤
費用を増加させ，通勤者 1の通勤費用は変化させない．

この結果と命題 7 より，この例では混雑料金の導入
は都市をコンパクト化させることが分かる．

5. おわりに

本研究では，通勤者の異質性を考慮した出発時刻・居

住位置選択モデルを構築した．そして，均衡状態を定義

する相補性問題の特性を利用することで，モデルの基本

特性，混雑料金の導入効果を系統的に明らかにした．そ

の結果，通勤者の出発時刻・居住位置は，通勤者の属性

に応じて sortされることが示された．さらに，動的な
混雑料金の導入に伴い，都市がスプロール化，もしくは

コンパクト化する両方の可能性があることも明らかに

した．この結果は，均質な通勤者を考慮した Arnott 4),
異質な通勤者を考慮した Takayama and Kuwahara 28)

と大きく異なるものとなっている．この事実は，異質

な通勤者間の相互作用が，混雑料金の導入効果を変化

させることを示している．さらに，交通政策の影響を

検証する場合は，通勤者の異質性を明示的に考慮する

ことが非常に重要であることも示唆している．

本稿では，モデルの特性を明快に示すために，ボト

ルネックが 1か所しか存在しない，単純な空間構造の
都市を考えた．それゆえ，今後は複数のボトルネックが

存在する都市内空間 6 を考慮したモデルの特性を調べ，

本研究で得られた結果の頑健性を検証する必要がある

であろう．さらに，最適な混雑料金だけでなく， step
toll (Arnott et al. 5), Laih 20), Laih 21), Lindsey et al. 22))
などの次善の料金政策や，フレックスタイム (Mun and
Yonekawa 24))・時差出勤制度 (Takayama 27))などの交
通需要マネジメント施策の効果を調べることも，今後

の重要な研究課題である．

付録 I. 補題 1の証明

通勤者の間接効用関数 vi(x,N∗(x)), vi(x,N∗(x))が (12)
で与えられることから，明らかに xa, xb(> xa) ∈ supp N∗

に対して，N∗(xc) = 0となる xc ∈ (xa, xb)は存在しない．
したがって，条件 (19)が得られる．

6複数のボトルネックが存在するボトルネックモデルの特性は，既
にKuwahara 19), Akamatsu et al. 1)により明らかにされている．

さらに，これらの間接効用関数を位置 xで微分すると，

dvi(x,N∗(x))
dx

=



− αiτ
yi − c∗i (N , x)

− 1
w(x)

dw(x)
dx

if κw(x) ≥ rA,

− αiτ
yi − c∗i (N , x)

if κw(x) ≤ rA,

(I.1a)

したがって，長期均衡状態における位置 xに居住する
通勤者の可処分所得 w(x)は次の条件を満たす:

dw(x)
dx

< 0

κw(x) ≥ rA

∀x ∈ supp N∗. (I.2)

さらに，長期均衡条件 (10a)より，w(XB)が以下で与え
られる:

κw(XB) = rA. (I.3)

以上の関係から，条件 (20)が得られる．
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